







その他のタイトル A Study on the Decision-Making Process of
Elective Subjects in Upper Secondary School

















「生徒の要望への配慮」の因子， I各教科のバランスへの配慮Jの因子の 6因子である (3)0 そし
て，組害要因に関しては「指導態勢への阻害Jの因子， I生徒把握への阻害Jの因子， I公平な評
























程: 5}IJ *Bl 分 男子 女子 小 I今 合計(%)
166 162 3 2 8 (100%) 
国公立 。 。
4年制大学
私 立 3 7 
進学者数 国公立 o 9 9 (30.2%) 
短期大学
ヰL 立牟 1 9 2 0 
専修・各種学校 5 0 2 1 7 1 
就職者数 107 1 1 9 2 2 6 (68.9%) 
そ の 他 3 。 3 (0.9%) I 
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(連絡・調整) ゆ(科会議団空会蓋JI教科会議i↑







































































































































2 次 3 fj-: cx 
保i タJ 
科 iヨ ji!i択万法 科 iヨ 選択方法
美術立 (2) α 美術1I (2) αrα' i科目 α と α ， 
書道1I (2) 書道1I (2) 2単位 について
1科目
食物 (3) β を選択 は 2 年次
保育 (3) と 3 年次
商業 を選択 流通経済 (3) で生徒は








































第二に，生徒が実質的に選択可能な単位数は， 1年次に芸術の 3単位， 2年次にA類型(就i骸













































































(1)文部省 f新しい時代に対応する教育改革J文部時報臨増 ぎょうせい， 1991年， 36頁。
( 2 )山崎保寿「普通科高等学校教育課程に関する教育経営学的研究一教育課程経営における選択制拡大
の問題-J平成3年度筑波大学大学院教育研究科修士論文 179 ~ 207真。 伺論文の一部を再構成し
「高等学校教育課恕における選択fh'J拡大に!却する実証的研究」として大塚学校経営研究会春季合宿研究
会で発表している(1992.3.29)。
( 3 )選択ih'Jの促進要因に関する考察については， .t:l品I~'J 1"普通科高等学校教育課程における選択il'Jの促進要
ぽlJr学校教育研究』第7巻， 1992年参照。
( 4) S県立A高等学校 FV成4年度学校要覧』参照。








(永井重芳 iA高校における工業科の歩みJS県立A高等学校『研究紀要』第1号， 1985年， 86~ 106 
頁。)
( 6 )平成4年4Fl 15日に実施した数学科基礎学力診断テスト結果報告書参照。事例校では，小学校 4年
から仁j:1学校3年までの問題によって基礎学力診断テストを実施している。平成4~ì三震は 81ヨ自である。
この問題以外にも， i 400 pjのl害'J2分51豆は，何円ですか。 J(小学校6年の範囲の問題)の正当率は
20.0%であり，小学校高学年から算数の理解力に問題を抱えている生徒が多いことが分かる。



























1.普通高校において職業科目を学習させる意義を重視し，従来通り家庭科，工業科， ï島業科の科 I~I を
麗修させる。
2.学力の高い者，進学希望者に対する教育課程として，英語，数学における習熟度日1]授業を実施する。
これは，同時に低学力者に対する了寧な学業指導を保障するものでもある。
3. コース告1]と類型告1]については，過去の反省(過去，工業コースに問題が集中した)から額型制を採
用する。
4. その他，学校5日制の実施を考慮に入れ， 1週間の授業時数や必修クラブの部活動との代替につい
ては柔軟に対処する。
(14)選択科目群の中に実技科目を設定することについては，生徒の学力・集中力の関係で座学では無理!な
ので実習科目を採用するという考えが事例校では強い。
(15) I生徒の能力・興味・関心等に応じて，多様な選択科目が履修できるようにするための教育課程の編
成と実施上の工夫Jr中等教育資料』第577号， 1991年2月臨増， 689~702貰。神奈川県立茅ケ崎西浜高
等学校における教員対象の選択科目の意識諮査によれば， I全科目必修にして選択を廃止すべきである」
と答えた教員が 39%を占め，その理由として， Iこれによって基礎学力の充実を図る条件が得られるか
ら」という答えがその内 53%を占めている。
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